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震前の準備 ①　実施本部人員体制の整備 ②　マニュアル類整備 ③　活動用各種用紙、街区図等の整備
④　判定資機材の備蓄 ⑤　建築士団体等との連携 ⑥　判定員名簿の整備
⑦　応急危険度判定訓練の実施 ⑧　判定員への連絡方法の確立

震度5弱　

　情報収集先
①　調布市災害対策本部 ②　市職員
③　東京都，近隣市町村 ④　被災地の判定員
⑤　警察、消防等　 ⑥　報道機関　他

①　被災建築物の用途、構造、被災程度、被災割合
②　情報の取得先

　①　住民あて広報（広報車等）
　②　報道機関による放送等
　③　市ホームページに掲載
　④　建築団体等へ支援要請

　①　判定員受付、名簿作成
　②　判定ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる作業内容説明
　③　民間判定士傷害保険加入手続き→都へ名簿提出

　①　判定拠点人員調整
　②　判定拠点活動物資支援

　　　　　　特に危険な建築物、輸送道路等閉塞の
　　　　　　恐れのある建築物の再調査、災害対策本部へ通知

　　　　　　　毎日実施

実施本部作業フローチャート

震度6弱以上 震度5強　

被災状況調査

①判定拠点設置場所　②判定優先順位　実施区域

⑤判定場所までの道路状況調査
⑥判定実施街区への広報（ビラ、看板等）

③実施ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾀｲﾌﾟ　④判定対象建物の用途規模
⑤建物判定実施期間　⑥判定員の必要数
⑦応援判定員数　　　⑧判定ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ数

⑨判定資機材の数量　⑩判定員の受付時刻

①拠点要員人員調整　②拠点活動物資確保
③判定員交通手段　  ④応援判定員宿泊所

地 震 発 生 ！

被害情報の収集
静岡県

判定実施要否の資料作成

災害対策本部長による応急

危険度判定実施の要否判断

災害対策本部長へ進言

準備活動の終了
否 報告

静岡県（土木事務所→安全推進課）

災害対策本部長による

実施本部長任命・実施本部の設置

職員全員：配備拠点へ出動 第一次非常配備要員・職員判定士

各拠点に出動
建物判定・仮設部総括班：拠点に出動

他の部員：被災情報収集

実施本部設置連絡

静岡県（土木事務所→安全推進課）

判定実施宣言の公表 ・ 判定実施計画作成

・ 判定拠点開設準備

支援要請

・ 判定拠点開設

・ 判定士受付開始

・ 判定業務開始

判定業務支援

判定結果の受理・集約

実施計画の修正

状況報告・追加支援要請

・ 静岡県
（土木事務所→安全推進課）

・ 浜松市災害対策本部

判定業務の終了

判定結果集計・資料整理・引継

実施本部の解散

支援要請

終了連絡

解散報告

集計結果報告

被害情報の収集 東京都

被災状況報告

判定実施要否の資料作成

災害対策本部長による応急

危険度判定実施の要否判断

災害対策本部長へ進言

準備活動の終了
否 報告

東京都

災害対策本部長による判定実施決定

実施本部長任命・実施本部の設置

職員全員：拠点へ出動 第２非常配備態勢：統括班職員，その

他指示のあった職員は拠点に出動
第１非常配備態勢：建築指導課職員は

被災情報収集を行う

東京都

判定実施宣言の公表 ・ 判定実施計画作成

・ 判定拠点開設準備

・ 判定拠点開設

・ 判定員受付開始

・ 判定業務開始

判定業務支援

判定結果の受理・集約

実施計画の修正

状況報告・追加支援要請

・ 東京都

・ 調布市災害対策本部

判定業務の終了

判定結果集計・資料整理・引継

実施本部の解散

終了連絡

解散報告
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第１ 目的 

本マニュアルは，調布市地域防災計画及び都市整備部災害時行動マニュアル《震災編》

に基づき，地震が予知発生した後において，建物・宅地調査班が行う「被災建築物応急危

険度判定業務」を円滑に実施するため，あらかじめ震前に準備すべき事項について示した

ものである。 

［調布市被災建築物応急危険度判定業務マニュアルの構成］ 

 

 

 

 

震災発生時には本マニュアルに加え，次のマニュアルを参照すること。 

・ 調布市被災建築物応急危険度判定業務マニュアル・実施本部業務マニュアル 

・ 調布市被災建築物応急危険度判定業務マニュアル・判定員業務マニュアル 

・ 調布市被災建築物応急危険度判定業務マニュアル・判定コーディネーター業務マ

ニュアル 

・ 調布市被災建築物応急危険度判定業務マニュアル・チーム編成業務マニュアル 

・ 都市整備部災害時行動マニュアル《震災編》  

・ 被災建築物応急危険度判定必携（全国被災建築物応急危険度判定協議会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調布市被災建築物

応急危険度判定業

務マニュアル 

震前対策編 

震後対策編 

震前マニュアル 

実施本部業務マニュアル 

判定員業務マニュアル 

判定コーディネーター業務マニュアル 

チーム編成業務マニュアル 
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第２ 用語の定義 

このマニュアルの用語について次のとおり省略し表記する。 

・ 被災建築物の応急危険度判定・・・・・・・・・・・・・・・・・ 判定 

・ 被災建築物応急危険度判定実施本部（長）・・・・・・・・・・・・実施本部(長) 

・ 被災建築物応急危険度判定員・・・・・・・・・・・・・・・・・ 判定員 

・ 調布市内在住在勤の東京都登録被災建築物応急危険度判定員・・・ 地元判定員 

・ 調布市外からの派遣される被災建築物応急危険度判定員・・・・・ 応援判定員 

・ 調布市職員の被災建築物応急危険度判定員・・・・・・・・・・・ 職員判定員 

 

 

 

 

 

【参考】調布市地域防災計画[本編]（平成 30 年修正）P367 （抜粋） 

 

１ 被災住宅の応急危険度判定 

（1）対策内容 

建築物の被害については，被災建築物応急危険度判定員により，二次災害防止のための

被害状況の把握，被災建築物の余震等に対する危険度の判定(被災建築物応急危険度判定)

を行い，必要な措置を講じる。 

（2）詳細な取組内容 

市は，管内で予め定められた震度以上の地震が発生した場合に，震災後の余震等による

被災建築物の倒壊，部材の落下から生じる二次災害を防止し，住民の安全の確保を図るた

め，建築物の被害の状況を調査し，二次災害の発生の危険の程度の判定・表示等を行う。 

ア 被災建築物応急危険度判定実施本部を設置 （都市整備部） 

災害対策本部長が被災建築物応急危険度判定業務の実施を決定したときは，被災建築

物応急危険度判定実施本部を設置するとともに，必要な措置を講ずる。都が設置する被

災建築物応急危険度判定支援本部の支援を受け，判定を実施する。 

イ 判定の実施 （都市整備部） 

判定は，調布市被災建築物応急危険度判定マニュアルに基づき，地震発生後１０日以

内に終了することを目標に，実施する。     
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第３ 災害時の組織・業務等 

災害時に円滑な判定活動が行えるよう，地域防災計画および都市整備部災害時行動マニ

ュアル《震災編》による組織・業務などを示す。 

１ 災害対策都市整備部組織体制及び業務概要  

災害対策都市整備部内（責任者：都市整備部長）に次表の組織を設置し業務を分掌する。  

 

２ 調布市災害対策本部の組織  

市災害対策本部の組織は，災害対策基本法，調布市災害対策本部条例，同条例施行規則

及び調布市災害対策本部運営要綱に定めるところにより，下図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

班 担当課 事務分掌 

指令・統括班 
部・次長  

都市計画課    
部に係る体制・情報収集・報告・指示・命令等に関すること。 

 道路啓開班 道路管理課 

交通対策課 

街づくり事業課 

 

１ 緊急道路障害物除去路線の確保に関すること。 

    ２ 建設協力機関への協力要請に関すること。 

    ３ 急傾斜地崩壊危険箇所等の被害調査に関すること。 

    ４ 交通機関等の情報収集に関すること。 

  建物・宅地調査班 建築指導課 

都市計画課 

 

１ 被災建築物応急危険度判定の実施本部運営に関すること。 

    ２ 被災建築物の応急危険度判定に関すること。 

  ３ 被災宅地危険度判定の実施本部運営に関すること。 

  ４ 被災宅地の危険度判定に関すること。 

    ５ り災証明発行に関する被災家屋の被害状況調査に関すること。 

  給水班 
用地課 

街づくり事業課 
給水拠点での応急給水に関すること。 

  都市復興班 
都市計画課 

街づくり事業課 
都市復興に関すること。 

  住宅復興班 住宅課 １ 住宅復興に関すること。 

   ２ 応急仮設住宅の建設及び管理に関すること。 

    
 

３ 市営住宅の管理に関すること。 

  応援班 災害規模により 他部への応援に関すること。 

防
災
会
議 

災害対策本部長（市長） 

災害対策副本部長（副市長・教育長） 

災害対策本部員（各部の部長・参事及び部長相当職にある者・議会事務局

長・監査事務局長・選挙管理委員会事務局長・消防団長・消防団副団長） 

災害対策本部連絡員（市本部各部の課長級の職に者） 

調
布
市
災
害
対
策
本
部
組
織
図 
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第４ 実施体制の確立 

１ 実施本部設置の想定震度 

調布市は，実施本部設置のための想定震度を震度５強と設定する。 

震度５強以上の地震が発生した場合，直ちに実施本部を設置し，判定を実施する。ただ

し，被害の状況によっては，判定を実施しないこともできる。震度５弱の場合は，被害の

状況に応じて，災害対策本部長（市長）は判定実施の要否を判断する。 

 

【判定活動実施フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

震度 5 弱以上の  

大 地 震 発 生 

調布市災害対策本部の設置 

建築物の被害状況把握 

判定実施の要否判断 

応急危険度判定実施本部の設置 

※災害対策本部は市内建築物の被災 

状況を調査，必要な情報を収集する 

ＥＮＤ 不要 

（直ちに災害対策本部長は 

判定実施の宣言をする） 

・判定実施計画の策定 ・判定員受入準備 

・判定員の受付 ・問い合わせ窓口の設置など 

調布市災害対策本部の解散 

震度５弱 

災

害

対

策

本

部

の

設

置 

期

間 

応急危険度判定業務開始 

震度５強以上 

要 

応急危険度判定実施本部業務の終了 

応急危険度判定実施本部の解散 

・判定員，判定コーディネーターの管理 

・判定結果取りまとめ等 

・判定結果の最終集計，資料整理等 

実

施

本 

部

の

設

置

期

間 
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２ 震前実施計画の作成 

災害時に円滑な判定活動が行なえるよう，震前実施計画を次のとおりとする。 

 

（１） 実施本部体制 

実施本部は，以下に掲げる者によって構成されるため，あらかじめ実施本部体制名簿

を作成する。なお，実施本部員の緊急連絡先を把握しておくものとし，実施本部員に異

動があった場合は直ちに名簿を更新する。 

・ 実施本部長 

・ 判定計画班員 ２～６人 

・ 判定支援班員 ３～１０人 

・ 後方支援班員 ２～６人 

実施本部体制名簿を作成し，必要数を把握しておく。ただし，必要人数を確保できる見

込みがない場合は，東京都と事前に協議する。 

 

（２） 実施本部の組織編成等 

建物・宅地調査班に属し，応急危険度判定業務を担当する次のものとする。（以下，担

当職員）応急危険度判定業務を担当するものを，判定計画班，判定支援班，後方支援班

に割振る。 

 

（ａ） 被災建築物応急危険度判定実施本部長  

都市整備部建築指導課長とする。 

実施本部長が職務に就けない場合の職務代行者及び順位を下表のとおりとする。 

 

 

 

（ｂ） 被災建築物応急危険度判定実施本部員  

   建物・宅地調査班 建築指導課 担当職員 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職務代行の対象者 第１順位 第２順位 

建築指導課長 建築確認担当課長 建築指導課構造設備監察係長 

【建物・宅地調査班 建築指導課職員】 

計 16 名（R2.3 現在） 

建築指導課長 1   建築確認担当課長 1 

建築指導課全係 14 
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（ｃ） 担当職員の必要人数・割振りについて 

建物・宅地調査班 担当職員の必要人数，割振りは次のとおりとする。 

ただし被災状況・職員の人数などによって，変更する場合がある。 

 

実施本部 

＜実施本部長＞ 1 

〈判定計画班〉 〈判定支援班〉 〈後方支援班〉 

班員 2～6 人程度 班員 3～10 人程度 班員 2～6 人程度 

・判定実施計画の作成，見直し 

・判定実施計画の決定 

・住民対応，報道機関対応 

・支援本部，災害協定等関係自治

体等との連絡調整 

・判定拠点ごとの判定士・判定コ

ーディネーターの人数確定 

 

・建築物の被災状況，交通規制等

に関する情報収集 

・判定区域全体図・街区マップの

作成 

・地元判定士等への参集要請 

・判定士，判定コーディネーター

等の名簿管理 

・判定コーディネーターとの連

絡・調整 

・判定結果のとりまとめ 

・判定実施記録の作成 

・判定士の班編成  

・判定時配布チラシ等，判定関係

資料作成 

・判定拠点，判定資機材，食事，

宿泊の手配  

・自転車，バス等判定士移動手段

の確保 

・民間判定士等補償制度事務  
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（ｄ） 担当職員の行動基準震度  

担当職員は調布市内で地震動があった場合，下記の震度区分に応じ行動する。  

 

【開庁時】 

 ※その他，管理職は地域防災計画に基づき第１非常配備態勢（レベル１）以上の災害が発生した場合に

参集する。 

 

【閉庁時】 

原則として開庁時と同様であるが，被害状況に応じて実施本部長の指示に従う。 

 

 

 

 

 

 

（３） オペレーションタイプ 

本マニュアルでは，実施本部業務マニュアル第５第１項に規定するオペレーションタ

イプ A を原則とする。 

・ タイプ A：判定実施区域として定めた区域内の対象の建築物について，「外観」調

査を中心として判定を実施 

・ タイプ B：所有者等の「要請」に応じた対象について，建築物の「立入り」調査を

含む判定の実施 

 

 

 

 

 

 

 

震度 非常配備態勢種類 行動 

４ 情報連絡態勢 - 

５弱 第１非常配備態勢 建築指導課職員が被害状況の情報収集を行う。 

他の担当職員は職場に待機し，動員連絡に備える。 

５強 第２非常配備態勢 判定計画班及び判定計画班の指示があった担当職員は拠点に出

動する。 

他の担当職員は職場に待機し，動員連絡に備える。 

６弱以上 第３非常配備態勢 担当職員全員が拠点に出動する。 

※ 市内で上表以上の地震が発生した場合，担当職員個々の居住地の震度に関わらず行動を開始。 

※ 地震が上表の基準以下でも，居所周辺に被害や異常等が認められた場合は関係先に連絡する。 

※ 危機発生時の対応について，応急危険度判定業務以外の内容は，都市整備部災害時行動マニュ

アル《震災編》P6~参照する。 
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（４） 判定実施区域及び判定拠点・優先順位 

（ａ） 判定実施区域 

首都直下地震等（東京湾北部地震，多摩直下地震，元禄型関東地震，立川断層帯地

震）による調布市の被害想定のうち，建物被害が最大となる多摩直下型地震による被

害想定を参考とし，下表（③ 地域危険度）に示す建物倒壊危険度ランク２の地域を

判定実施区域と想定する。 

なお，建物倒壊危険度ランク２の地域の建物棟数は，14,649 棟となる。（令和元年

12 月時点） 

 

① 首都直下地震等による東京の被害想定（調布市）（平成 24 年 4 月 18 日公表）  

東京湾北部地震，多摩直下地震，元禄型関東地震，立川断層帯地震による被害想定の

うち，調布市において最大の被害が想定される多摩直下型地震について示す。 

被害想定の種類 地震の種類 多摩直下地震 

マグニチュード Ｍ7.3 

地震発生時刻 冬季 5 時 冬季 12時 冬季 18 時 

風速 4ｍ/s 8ｍ/s 4ｍ/s 8ｍ/s 4ｍ/s 8ｍ/s 

震度別面積率 ５弱以下 0.00% 

５強 0.00% 

６弱 86.40% 

６強 13.60% 

建物棟数 計 38,080 

木造 29,412 

非木造 8,668 

原因別建物全壊棟数 計 673 

ゆれ 656 

液状化 4 

急傾斜地崩壊 12 

原因別建物半壊棟数 計 3,545 

ゆれ 3,270 

液状化 249 

急傾斜地崩壊 27 

ゆれ建物全壊棟数 計 657 

木造 589 

非木造 68 
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② 地域区分 

  調布市基本計画に基づき，東西南北の 

４地域に区分する。 

 

 

 

 

 

 

 

東部地域 西部地域 南部地域 北部地域 

菊野台１～３丁目 

東つつじケ丘１～３丁目 

西つつじケ丘１～４丁目 

入間町１～３丁目 

仙川町１～３丁目 

緑ケ丘１～２丁目 

若葉町１～３丁目 

飛田給１～３丁目 

上石原１～３丁目 

富士見町１～４丁目 

下石原１～３丁目 

多摩川１～２丁目 

野水１～２丁目 

西町 

小島町１～３丁目 

布田１～６丁目 

国領町１～８丁目 

染地１～３丁目 

多摩川３～７丁目 

調布ケ丘１～２丁目 

八雲台１～２丁目 

佐須町１～５丁目 

柴崎１～２丁目 

調布ケ丘３～４丁目 

深大寺元町１～５丁目 

深大寺北町１～７丁目 

深大寺東町１～８丁目 

深大寺南町１～５丁目 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】東京湾北部地震，元禄型関東地震，立川断層帯地震による被害想定（抜粋） 

＜東京湾北部地震＞Ｍ7.3 

震度別面積率：６弱 98.20%／６強 1.80% 建物全壊／半壊棟数：421／2936 

＜元禄型関東地震＞Ｍ8.2 

震度別面積率：６弱 96.60%／６強 3.40%  建物全壊／半壊棟数：615／3530 

＜立川断層帯地震＞Ｍ7.4 

震度別面積率：５強 44.70%／６弱 55.30%  建物全壊／半壊棟数：79／883 
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③ 地域危険度（地震に関する地域危険度測定調査（第 8回）(平成 30 年 2 月公表)） 

東京都は，東京都震災対策条例に基づき地域危険度を町丁目ごとに測定し，危険性の

度合いを 5 つのランクに分けて相対的に評価している。 

被害想定とは異なり特定の地震を想定するのではなく，全ての町丁目直下の地盤で同

じ強さの揺れが生じた場合の危険性を測定している点が異なる。 

危険度の高い地域は区部に集中しており，多摩地域は全体的に危険度が低い。 

危険性が低い：ランク１            危険性が高い：ランク５ 

 

● 建物倒壊危険度（建物倒壊の危険性） 

地震の揺れによって建物が壊れたり傾いたりする危険   

性の度合いを測定したもの。 

建物倒壊危険度は，町丁目内の建物特性と地盤分類に   

より測定している。 

 

   図 調布市建物倒壊危険度マップ 

危険度 地域 

ランク２ 東部地域 入間町１丁目，菊野台２丁目， 仙川町１丁目，西つつじケ丘１・２丁目，東つつ

じケ丘１丁目， 緑ケ丘１丁目，若葉町１丁目 

西部地域 上石原１・２丁目，下石原２丁目，富士見町２・４丁目 

南部地域 国領町１・５丁目，布田１・２・５丁目，八雲台１丁目 

北部地域 佐須町２・３丁目，調布ケ丘４丁目，深大寺東町３・５・６・８丁目，深大寺南町

１丁目，深大寺元町１丁目 

ランク１ 上記以外の地域 

 

（ｂ） 判定拠点 

① 実施本部及び応急危険度判定拠点等について 

・ 判定実施本部 

調布市本庁舎（建築指導課）※但し，災害の状況などにより変更することもある。 

・ 判定拠点（判定員参集場所） 

   文化会館たづくり ※但し，災害の状況などにより変更することもある。 

・ 緊急時使用物資保管場所（応急危険度判定関係備品） 

   小島町防災倉庫 小島町３－９８－５（305.67 ㎡,H29 築） 

 

 

 

 

 

※ 調布市本庁舎（建築指導課）は被害状況により，拠点利用に適さないことも考えられる。この場合，実施

本部はたづくり等に本部機能を一時移転することを検討する。また，建築指導課は８階にあるため，建物への

頻繁な出入が必要な場合も拠点変更を検討する。 
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② 拠点建物の設備一覧  

※「－」の部分については，今後調整及び順次整備を行う。 

 

（ｃ） 優先順位 

建物倒壊危険度ランク２の地域を優先的に判定することを基本として，被害状況の情

報に基づき優先順位を決定する。 

また，以下に示す急傾斜地崩壊危険箇所及び土砂災害警戒区域等を考慮し，被害状況

に応じて判定員の安全に十分に配慮し，判定が困難とされた箇所・区域については判定

対象外とする。 

 

① 急傾斜地崩壊危険箇所 

急傾斜地の崩壊による災害防止に関する法律に基づき，都知事が指定する急傾斜地崩

壊危険箇所が１７箇所ある。（所管：東京都建設局河川部） 

急傾斜地崩壊危険箇所とは，傾斜度３０°以上，がけ高 5ｍ以上の急斜面で，崩壊した

場合に人家，官公署，学校，病院などに被害を生ずる恐れのある箇所のことをいう。 

 

 

必要資源 拠点施設 

調布市本庁舎 たづくり 

拠点班 実施本部 判定拠点 

耐震性   旧 (年築） 新 (年築） 

駐車場   有 有 

場所  建築指導課 - 

使用可能な会議室  - - 

電話 災害時優先電話 - - 

ＦＡＸ 1 台 - 

衛星電話・ＦＡＸ - - 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続   あり - 

防災行政無線   - - 

執務環境 ｵﾌｨｽ什器固定 × - 

パソコン 多数 - 

プリンター 3 台 - 

コピー機 2 台 - 

作業テーブル あり - 

椅子 あり - 

ホワイトボード なし - 

掲示スペース あり - 
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  急傾斜地崩壊危険箇所 

地域 危険箇所数 

東部地域 9 箇所 

西部地域 3 箇所 

南部地域 0 箇所 

北部地域 5 箇所 

合計 17 箇所 

 

② 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域（令和元年 9月東京都指定） 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第

57 号）に基づき，都知事が指定する土砂災害警戒区域が市内に 52 か所，土砂災害特別警 

戒区域が市内に 41か所ある。（所管：東京都建設局河川部） 

● 土砂災害警戒区域 

以下のいずれかに該当する土砂災害のおそれがある区域をいう。 

・ 傾斜度が 30 度以上かつ高さが 5m 以上の区域 

・ 急傾斜地の上端から水平距離が 10m 以内の区域 

・ 急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの 2倍(50m を超える場合は 50m)以内の区域 

● 土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域のうち，建築物に損壊が生じ，住民に著しい危害が生じるおそれが

ある区域をいう。 

  土砂災害警戒区域のうち，高さ・斜度・土質等から計算により区域を決定。 

 

地域 土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域 

東部地域 22 箇所 18 箇所 

西部地域 5 箇所 4 箇所 

南部地域 0 箇所 0 箇所 

北部地域 25 箇所 19 箇所 

合計 52 箇所 41 箇所 

 

 

（５） 対象となる建築物の用途・規模 

対象となる建築物の用途規模は，基本的には戸建て住宅，共同住宅，長屋，下宿又は

寄宿舎（以下「住宅」という。）を対象としているが，住宅以外の建築物も対象とする。 

また，建築物の高さは 10 階程度以下とする。建築物の高さが 10 階程度以上の高層建

築物若しくは大スパン構造、立体トラス構造、吊り構造などの特殊な建築物などは、所

有者に連絡し早期に建築士による調査を実施するように要請する準備を行う。 
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（６） 判定実施期間 

  判定実施期間は，10日間とする。（判定準備期間を含む。） 

 

（７） 必要判定員数及び必要判定コーディネーター数 

（４）で想定した判定実施区域をもとに判定棟数を把握し，必要判定員数を算定する。

判定においては，オペレーションタイプ A を基本とし，判定員２名で１つのチームを編

成し，判定棟数は１５棟／チーム・日，個々の判定員の稼働日数は連続して３日間とす

る。必要判定コーディネーター数は，判定員最大５班（判定員１０チームを１班とする

ため，判定員１００人）に１人配置するよう算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判定拠点 判定拠点 

判定コーディネーター 判定コーディネーター 

班 班 班 班 班 

チーム チーム チーム チーム 

判定員 

(班長) 

判定員 判定員 

(副班長) 

判定員 判定員 判定員 

※判定コーディネーターは、最大５班に１名配置 

※各班に、班長、副班長を各１名配置。１０チームで１班を構成 

※判定員２名で１チームを構成 

チーム １ ２ ３ ４ １０ 

実施本部 
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判定建物棟数は，調布市内全建物 44,082 棟のうち，建物倒壊危険度ランク２の地域の建

物棟数である，14,649 棟とし，必要応急危険度判定員数と必要判定コーディネーター数を

算出する。 

    判定対象棟数 14,649 棟 

一日当たり必要判定員数 a. 判定実施日数 10 日 判定棟数÷ a ÷ b × c 

b. 判定棟数/日 15 棟 196 名 

c. チーム人数 2 名 

延べ必要判定員数 １０日間 1,960 名 

実必要判定員数 一人当たり平均２日従事 980 名 

一日当たり必要ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ数 一日必要判定員数の 1/100 2 名 

延べ必要ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ数 １０日間 20 名 

実必要ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ数 一人当たり平均２日従事 10 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 地元判定員数及び地元判定コーディネーター数 

  東京都より毎年，調布市内在住・在勤の判定員及び判定コーディネーターの登録者が

送付される。所管課で受領し，市内在住・在勤，行政職員・民間別に名簿を作成し，保

管する。 

 

調布市登録判定員 ２６４名（令和２年３月現在） 

  調布市職員 民間 計 

市在住のみ 0 168※ 168 

市在勤のみ 34 14 48 

市在住かつ在勤 11 37 48 

計 45 219 264 

 

※ただし，市在住・民間判定員には調布市職員以外の行政職員４３名が含まれている。 

（災害時は他の業務に従事するため，実働人数には含めることはできない） 

 

※ 応急危険度判定員・コーディネーターのうち行政職員は，災害時他の担当業務がある可能

性もあり，登録者が判定業務に従事できるとは限らない。 

応急危険度判定員に関しては，地元判定員が必要数に達しない場合，都へ支援要請を行うこ

とができるが，判定コーディネーターは，その土地に詳しいものが望ましいことから，できる

だけ調布市登録コーディネーターを養成していくことが望ましい。 
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調布市登録判定コーディネーター ３４名（令和２年３月現在） 

 調布市職員 民間 計 

市在住のみ 0 0 0 

市在勤のみ 23 2 25 

市在住かつ在勤 8 1 9 

計 31 3 34 

 

地域区分別応急危険度判定員数  

 地域 市在住のみ 市在勤のみ 市在住かつ在勤※ 計 

東部地域 53 2 8 63 

西部地域 24 5 7 36 

南部地域 60 39 21 120 

北部地域 31 2 12 45 

合計 168 48 48 264 

※市在住かつ在勤の判定員は，在住の住所で算定。 

  

（９） 判定コーディネーターの配置 

地元判定コーディネーターの名簿を作成し，判定実施区域から作成した判定街区マッ

プ（（１０）判定資機材③参照）をもとに配置計画を立てる。 

 

（１０） 判定資機材 

① あらかじめ判定資機材の備蓄状況，必要となる数を把握し，準備する。不足する場

合は事前に支援本部に伝達し，情報共有する。 

② あらかじめ判定資機材の輸送方法を想定する。また，支援本部からの輸送方法につ

いても想定する。 

③ 判定街区マップを事前に作成する。１チームが１日に判定できる棟数を基準とし，

チームごとの判定実施区域を分ける。 

 

第５ 判定員受入体制の確立 

支援本部からの応援判定員及び応援判定コーディネーター（以下「応援判定員等」とい

う。）の受け入れをあらかじめ想定して，以下の体制整備を行う。 

 

１ 宿泊施設の確保 

支援本部からの応援判定員等の宿泊施設の確保は，総合防災安全課と協議し，市内公共

施設等のうち，一時収容可能施設（調布市地域防災計画参照）の活用を検討する。確保が

困難な場合は支援本部に要請する。 

なお，応援判定員等の食事の手配は支援本部に依頼する。 
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２ １次参集場所までの移動手段等 

 １次参集場所は原則，判定拠点とするが，被害状況によっては別に定めることができる。

応援判定員等の１次参集場所までの移動手段等について，利用できる道路網・交通機関等

の情報を直ちに災害対策本部に確認し，応援判定員等の要請にあたり支援本部へ速やかに

情報提供できるよう準備する。 

 

３ 判定拠点までの移送手段等 

応援判定員等の判定拠点や判定実施区域への移動は原則，徒歩又は自転車を利用するこ

ととする。 

 

４ 移動手段の検討及び確保  

想定する判定実施区域が広く，判定拠点からの移動距離が長くなる地区の場合を想定し

た移動手段を検討する必要がある。 

なお，自動車は悪天候時の休憩場所や判定資機材のストック場所としても使用でき，ま

た，トイレ等への移動にも必要となる場合があるため，効率的な判定や判定員の負担を軽

減する観点から，可能な限り自動車を確保しておく。 

 

第６ 判定員等への情報連絡システムの確立 

 実施本部が判定実施の決定後，直ちに判定士等に参集要請するなど，判定活動を早急に

開始できる体制整備が求められるため，都道府県が養成した応急危険度判定員名簿のうち，

地元判定員の名簿の提供を受け，判定員等への情報連絡の方法について確立しておく。 

また，不足する判定員については，支援本部に応援判定員の要請を行う。 

 

１ 震災後における情報連絡システムの確立 

災害時における情報伝達をスムーズに行うため，災害対策本部，実施本部，支援本部，

地元判定員とのネットワークを構築するなど，効率的でかつ実効性のある連絡体制を事前

に整備する。 

この場合，市から地元判定員への要請及び地元判定員から市への諾否回答は同一ルート

により行ない，地元判定員の参集人数の取りまとめは，応援判定員と重複してカウントさ

れないようにすること。 

 

（１） 地元判定員への連絡体制 

（ａ） 判定員登録者名簿 

「判定員登録者名簿」は，東京都より送付を受ける東京都防災ボランティア登録者

リストをもとに作成する。 

（ｂ） 参集要請 

実施本部設置後，直ちに｢判定員登録者名簿｣をもとに参集要請をする。 
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（ｃ） 参集場所 

判定員は，判定拠点に参集する。 

（ｄ） 判定員の参集方法 

   判定実施決定後，市内在住判定員は，防災無線等により各自が判定拠点に集合する

よう伝達する。 

   市外在住の判定員は，判定員登録者名簿により伝達し，判定拠点に各自参集する。 

 

 

 

 

（２） 支援本部への支援要請等 

実施本部員は，必要に応じて支援本部へ必要判定員・資機材等について支援要請及び

被災状況等の連絡・調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 判定実施時の実施本部・判定コーディネーター等との連絡調整 

判定実施時の実施本部・判定コーディネーター・班長・副班長との連絡調整を迅速に

行うため，連絡体制を以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地元判定員 
参集要請 

実施本部 

 

支援本部 実施本部 

（判定計

画班） 

支援要請・連絡・調整 

・被災状況の連絡 

・応援判定員，応援コーディネーターの派

遣要請 

・判定資機材の支援要請 

・宿泊施設の要請 

・支援内容・時期・輸送方法等の連絡 

・応援判定員，応援コーディネーターの派遣 

・資機材の輸送 

実施本部 

（判定支援班） 

判定ｺｰﾃﾞｨ

ﾈｰﾀｰ 

判定員 

（班長・ 

副班長） 

判定員 

(チーム) 
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第７ 判定技術の向上 

 判定技術の維持，向上のため，定期的に判定技術等に関する講習，訓練等を行う。 

 

１ 判定作業訓練・判定技術の向上 

（１） 定期的に判定員を対象とした訓練の実施，意識の向上及び判定に係る最新情報

の提供に努める。 

（２） 判定活動を円滑に行うため，判定員の参集要請訓練，実施本部と支援本部の連

絡体制訓練を行う。 

（３） シミュレーションを行い，計画の実効性を確認すること及び訓練の結果に基づ

き震前マニュアル等を適切に見直すものとする。 

（４） 判定コーディネーターについても必要に応じて講習・訓練等を行う。 

 

２ 訓練の実施 

 参集に関して，災害時に対応できるよう，日頃から訓練を実施する必要がある。 

 

第８ 判定資機材の備蓄 

 判定活動に必要な資材，装備の備蓄を行う。 

 

１ 緊急時使用物資保管場所（応急危険度判定関係備品） 

 現在の備蓄場所：小島町防災倉庫 小島町３－９８－５（305.67 ㎡,H29 築） 

 

 

 

 

調布市役所より約 200ｍ 
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２ 現在の備蓄数量と最大整備数量・目標整備数量の考え方 

 最大整備数量は，判定資機材数量算出に調布市内全建物を判定対象として算出している。 

最大整備数量を備蓄することが望ましいが，資機材のうち判定用具に関しては応援判定員

については持参することが想定されるため，市の登録判定員の分から実施本部要員である

判定員を除いた人数を当面の目標整備数量とする。 

 

必要資機材一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※備蓄数量については，最大整備数量にて概ね確保している。 

判定対象建築物 44,082 棟 

一日当たり必要判定員数 

判定棟数÷ a ÷ b × c 

 

a. 判定日数 10 日   

588 名 b. 調査数/日 15 棟 

c. チーム人数 2 名 

延べ判定員数 １０日間 5,880 名 

実判定員数 一人当たり平均２日従事 2,940 名 

調布市登録判定員 

（うち実施本部要員である判定員を除く） 

264 名 

（254 名） 

資機材名 構造種別 整備割合 最大整備数量 

判定調査表 木造 80% 35,266 枚 

鉄骨 15% 6,613 枚 

ＲＣ造 5% 2,205 枚 

判定ステッカー 赤 15% 6,613 枚 

黄 25% 11,021 枚 

緑 60% 26,450 枚 

応急危険度判定ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ 判定対象数 10% 4,409 枚 

ビブス 一日当たり判定員数 588 枚 

判定グッズ入れ  

 

 

（判定員２名に１個） 

一日当たり判定士数÷２ 

294 個 

筆記用具 294 セット 

クラックスケール 294 個 

下げ振り（保持器付） 294 個 

コンベックス 294 個 

ガムテープ 294 個 

バインダー 294 個 
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＜その他必要備蓄品＞ 

ゼンリン住宅地図 2 冊（５年に１度更新。購入する。） 

・ 実施本部用 ：被害状況の記入 

・ 拠点用   ：調査街区の記入 

 

３ 調査街区の作成について   

 住宅地図の白図に，震災時はおおむね１５棟毎に区割り線を記入する必要がある。  

 この区割り線入れ作業には，判定員受入れまでに一日分を終えるよう，多くの担当職員

を割りあてる。震災前にあらかじめ，区割り線の記入をしておくことも可能である。 

 

第９ 情報伝達の準備 

災害時の報告，判定員の参集依頼，東京都及び建築関係団体等への支援要請等について

は，情報，意思伝達が確実に行われるよう書類による伝達を原則とする。 

全国協議会で定めた応援要請のための要望書の記入方法等を震災時に使用できるよう準

備する。 

災害状況の報告，判定員への参集依頼，支援本部への支援要請など，情報伝達が確実に

行われるよう，日頃から準備する。 

 

第１０ 判定制度のＰＲ 

判定に関し，多数の判定員の確保並びに災害時における判定業務等の円滑な実施をため，

判定制度の普及，啓発を行い，建築士をはじめ一般市民の理解に努める。 

（１） 建築士向け広報 ボランティア募集のお知らせや，ボランティア連絡会等の記

事を調布市広報やホームページに掲載し，協力を依頼する。 

（２） 一般市民広報  応急危険度判定制度の概要や，災害時の対応，備蓄状況など

について調布市広報やホームページに掲載し，啓発を行う。 

 

第１１ その他の体制整備等 

建築指導課は総合防災安全課と連携しながら，判定が迅速かつ確実に実施できるよう，

また判定終了後においても必要な体制整備を行う。 

 

１ その他の体制整備 

（１） 都内，都外から判定員の移送のための，電車使用や道路の通行など総合防災安

全課との連携を図りながら，予め関係機関との調整を行えるよう体制整備をする。 

（２） 関係機関との調整，体制整備 

① 使用可能道路の予測，使用可能電車の予測，使用可能車両等の種類等について総

合防災安全課と調整する。 

  ② 判定員の受け入れ等の費用及び民間判定員等の災害補償費負担 

  ③ 資機材の準備・保管，東京都との分担 
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  ④ 判定に必要な事項の地域防災計画への記載（総合防災安全課と調整） 

・ 実施本部・拠点の設置場所（組織・物理的な位置） 

・ 実施本部・拠点従事者の配置（人の張りつけ） 

・ 優先的に判定を実施すべき施設 

・ 資機材の準備（東京都との役割分担を含む） 

・ 資機材の保管場所 

・ 近隣市町村（近隣県）との協力体制（提携市） 

・ 都道府県との協力体制（１０都県） 

・ 建築関係団体との協力体制 

 

２ 関係機関との協定の締結にむけた協議 

（１） 調布市内建築関係団体への協力要請 

調布市は被災建築物の被災度の相談対応，応急復旧・修繕等の相談に対応するため，

平常時に建築関係団体との協力関係を構築する。 

（東京都建築士事務所協会などを想定） 

 

（２） 大規模建築物の所有者・管理者などとの協定締結 

応急危険度判定マニュアルでは，１０階程度（３０m 程度）の建築物の規模を適用範

囲としているが，大規模建築物は判定する面積が広いこと，二次災害が発生した時の影 

響度が大きいことなど慎重な判定を要することから判定には時間を要することが考えら

れる。 

そのことから，「調布市」と「大規模建築物の所有者・管理者等」と事前に協定などを

締結し，管理組合を活用して相互に情報提供，協力依頼できる仕組みを検討する。 

（市内建設会社，大手ゼネコン，マンション管理業者などを想定） 

 

（３） 震災時における応急危険度判定員への宿泊施設の提供に関する協定（東京都）  

締結済 

  震災発生後，区市町村が主体となって実施する被災建築物の応急危険度判定に従事す

る者へ宿泊施設を提供する。 

※協定締結先：社団法人全日本シティホテル連盟関東支部，東京都簡易宿泊業生活衛生

同業組合，東京都ホテル旅館生活衛生同業組合 

 

 

 

 

 

 

 

※ 協力依頼にあたり想定される課題 

協力要請・協定締結に向けては，建築物の権利関係や管理状況，建築物の図面の提供などに絡み個

人情報の提供など様々な課題がある。今後協力体制の確立に向けて，よりよい方法を検討する。 
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３ 判定員等の災害補償 

判定員が，活動中の事故により死亡又は障害を受けた時は，災害時において応急措置の

業務に従事したものの損害賠償に関する条例（昭和３８年東京都条例第３８条）の規定又

は，全国被災建築物応急危険度民間判定員等補償制度に準じて，補償するものとする。 

 

 

平成１５年１月 制定 

平成１７年１月 改定 

平成２１年１月 改定 

平成２１年２月 改定 

平成２６年３月 改定 

令和 ２年３月 改定 

 


